
１．問題の所在

従来，書籍，雑誌などの出版物の内容を知るには，

書店，コンビニエンスストア（CVS）等の店頭で購入

するか，公立図書館，大学図書館等の図書館施設の館

内で閲覧または館外貸出しによって行うのが一般的で

あった。このうち書店等での出版物の流通は，「出版

社と小売書店の中間にあって，書籍・雑誌などの出版

物を出版社から仕入れ，小売書店に卸売りする販売会

社」である取次会社が日本中の出版社の本や雑誌を倉

庫に一旦集め全国の書店に運ぶ，いわゆる「出版取次」

により支えられ，「取次業者がいるおかげで各出版社

は自分の手で運ばずにすみ」「このシステムがあるた

めにベストセラーにならない少量の出版物も大量出版

物と同一基準の運賃コストで全国の書店に配送」され

る利点があるとされている(1)。この出版取次は，著作

物の普及による文化水準の維持を目的とする，私的独

占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）の例外

である著作物再販制度（第 23 条第 4 項）(2)と，書店が

売れ残った出版物（商品）を一定期間内であれば出版

社に返品できる販売方法である委託販売制度ととも

に，わが国の出版流通の大きな特色となっている(3)。

これらの出版販売の流通システムにより，出版物が出

版社，取次業者，書店等，読者などの間を流通する状

況の例は，図 1のとおりである。このシステムによっ

て，出版社は取次業者，書店等への書籍，雑誌等の搬

入，送品等を迅速に実施し，かつ独占禁止法に抵触す

ることなく業者による販売価格のコントロールや，収

益の確保が可能になる(4)。

しかし近年，1990 年代末から 2000 年代初頭にかけ

てのバブル崩壊後の景気低迷や，インターネットの普

及等によって出版物の推定実売総金額が年々減少す

る(5)など，「出版業界の危機」が指摘されるようになっ

た。また書籍，雑誌等の印刷物による流通（物流）の

みならず，米国の Kindle（アマゾン），iPad（アップ

ル）といったモバイル・メディアや，世界中の大規模

図書館の所蔵資料をデジタル化してインターネットに

より提供するグーグル・ブックス(6)などを通じた出版

物の電子流通がわが国でも行われるようになったこと

から，出版社や図書館などの在り方について再検討す

る必要が生じている。このような読書形態を提供する

電子媒体は一般に電子書籍（すでにある書籍を電子化

した情報体，もしくは本のように操作して読むことが

できるように予めデザインされた情報体。）と呼ばれ

る(7)。出版社による電子書籍の販売価格のコントロー

ルについて公正取引委員会は，著作物再販制度は「独

占禁止法の規定上，『物』を対象」としているが，「ネッ

トワークを通じて配信される電子書籍は，『物』ではな

く，情報として流通」する電子書籍については書籍，

雑誌等の印刷物とは異なり，著作物再販制度が適用さ

れないと回答しているところである(8)。

一方で，出版物をインターネットなどにより不特定

または多数に向けて電子的に送信することは，従来の

物流による出版物の販売とは異なり，著作権法（昭和

45 年法律第 48 号）上の公衆送信権（第 23 条第 1 項）

が及ぶため，著作権制度における電子書籍の取扱いに
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（出典） 日本出版販売株式会社「出版物の流れ」

〈http://www.nippan.co.jp/shuppan/flow.html〉。

図 1 出版物の流通の例

（日本出版販売（日販）による取次の場合）



ついて急速に関心が寄せられている。この点，出版社

は出版物の電子流通について著作権法で権利が保護さ

れていないことから，出版社のための新たな規定を設

けるべきであるとの主張がなされている(9)。他方で公

立図書館，大学図書館等では，電子書籍を活用した利

用サービスが検討されている。例えば，慶應義塾大学

メディアセンター（図書館）では日本語の学術書をデ

ジタル（電子書籍）化し，「電子学術書プラットフォー

ム」を通じて，学生及び教職員が利用（閲覧・貸出し）

できる実験プロジェクトを開始した。そのシステムは

図 2のとおりである。

図 2 慶應義塾大学の電子学術書実証実験フロー

（出典） 慶應義塾大学「プレスリリース 日本の大学では

初，日本語の学術書をデジタル（電子書籍）化し，図書

館で閲覧・貸出−実験プロジェクト開始−」（2010 年 9

月 30 日）2頁〈http://www.keio.ac.jp/ja/press_release

/2010/kr7a43000003or9x-att/100930.pdf〉

しかし営利を目的としない公立図書館，大学図書館

等は所蔵する書籍，雑誌等を著作権者の許諾なく閲覧

及び貸出しできたのに対して，電子書籍による利用で

は許諾が必要な場合が多く，予算等の限界から公共的

な役割，学術の振興などに支障をきたすおそれがあ

る。この点，政府，出版業界，図書館界などにおいて

も電子書籍に関する出版社の権利や図書館での活用の

在り方などについて検討されているところである。

そこで本稿では，書籍及び出版に関する著作権が現

行制度でどのように規定されているのかを説明し，出

版に関する著作権法の今までの議論の状況を考察した

後，電子書籍に関する著作権制度の課題について検討

することとする。なお，本文中で法律名が記載されて

いない条文は著作権法によるものとする。

２．書籍及び出版に関する著作権

２．１ 著作権法で規定された権利

著作権法が保護対象とするものは著作物すなわち

「思想又は感情を創作的に表現したものであつて，文

芸，学術，美術又は音楽の範囲に属するもの」（第 2条

第 1項第 1号）である。その著作物の例として，著作

権法第 10 条では，言語の著作物，映画の著作物，音楽

の著作物，美術の著作物等が挙げられている。小説，

論文等の文章は言語の著作物に該当し，静止画像は美

術の著作物，楽曲は音楽著作物，動画は映画の著作物

に該当するため，電子書籍で提供されるコンテンツ(10)

の多くは著作物に該当し，著作権法の保護対象である

と考えられる。著作物を創作した者は著作者として，

文化庁などの官公庁に登録することなく，著作権を取

得する（第 2条第 1項第 2号，第 17 条）。

著作物の利用について独占的排他的な著作権を及ぼ

すには，著作権法第 21 条から第 28 条で規定された権

利（いわゆる支分権）が働く利用であることが必要に

なる。電子書籍で提供される文章，楽曲，動画等のコ

ピーについては，印刷，写真，複写，録音，録画等の

方法により有形的に再製すること（第 2条第 1項第 15

号）に関する複製権（第 21 条）が，外国語文献の和訳

については翻訳権（第 27 条）が及ぶ。コンテンツを違

法にコピーしてCD-ROM，DVD等のデジタル複製物

を公衆（不特定または多数）に販売し流通させること

に関しては，映画などの動画を含むものについては頒

布権（第 26 条）が，それ以外の文章，楽曲等について

は譲渡権（第 26 条の 2）が及ぶ。このうち譲渡権は，

適法な譲渡（正規の販売など）が 1度でもあれば消尽

するものとなっている（同条第 2項）(11)。

また動画以外の著作物を含むデジタル複製物の公衆

への貸出しについては，貸与権（第 26 条の 3）が働く。

貸与権が同条で「著作物をその複製物の貸与により公

衆に提供する権利」と規定されているのは，「『貸与』

は本来，有体物を対象とする行為であり」「著作物に貸

与という概念はストレートになじまないところから，

著作物の複製物の貸与という有体財産取引行為を著作

権法上は著作物の公衆への提供という無体財産取引行

為として概念し，後者の行為に権利を及ぼす」ためで

ある(12)。そのため，「商品の（店外・店内）レンタル」

と「貸与権が及ぶ著作物利用」が必ずしも一致しない

と考えられる。この点，マンガ喫茶店内で利用者に漫

画を読ませる行為が，この「無体財産取引行為」に該
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当して貸与権が及ぶのかどうかについては，「漫画喫

茶など店内貸出し（店内閲覧・閲読）は，貸与権制定

時の立法意思としては想定されていない。…所持の独

立性という観点からみると，一般的な貸与の場合は，

当該複製物について，借り手の顧客は直接占有し，店

は間接占有している状態にあり，店内貸出しの場合に

おいては，顧客は（当該所持に独立性がないため）占

有補助者（機関）であり独自の占有が認められず，店

がなお直接占有している状態にある。…書籍等の複製

物の店内貸出しは，従来，料理飲食店や理美容院等に

おいて顧客の待ち時間用に供されており，当該利用行

為に対して著作権法上の排他的権利を認める合理性は

ない」とし，マンガ喫茶においてもこの延長線上のも

のとも言えるとする指摘があることから(13)，貸与権が

及ばないと思われる。

これに対して電子書籍の貸出しについては，複製物

の提供により行うのではなく，図 2 のとおり一般に

ウェブサイトなどを通じて公衆に提供されるものであ

るため，貸与権ではなく公衆送信権（第 23 条第 1項）

が働く。また閲覧については，紙媒体の出版物につい

ては著作権法で権利が規定されていないが，電子書籍

を業者，図書館等が利用提供すれば公の上映に該当す

るため，上映権（第 22 条の 2）が及ぶことになる。

さらに出版社は，複製権者（小説家，論文執筆者な

ど）との契約により，頒布の目的で，著作物を原作の

まま印刷その他の機械的または化学的方法により文書

または図画として独占的に複製する権利の設定を受け

ることができる（第 80 条第 1項）。この出版権を設定

することにより，出版社は，他の出版社が著者等と契

約して，無断で出版することを差し止めることができ

る。出版権は出版行為自体に権利を認めるものではな

いことに注意を要する。また素材の選択または配列に

よって創作性があるものは編集著作物として著作権の

対象になるが（第 12 条），出版社の社員による編集作

業が企画案ないし構想の域にとどまる場合には，編集

著作物の創作に当たらないとして出版社側の著作権を

否定した最高裁判所判例がある(14)。

なお著作者は著作権のほか，著作者人格権として公

表権（第 18 条），氏名表示権（第 19 条），同一性保持

権（第 20 条）を取得することができる。

以上の著作権，著作者人格権及び出版権を有する者

は権利を侵害するものに対して，差止請求権（第 112

条），民法第 709 条に基づく損害賠償請求権などを行

使することが可能になる。

２．２ 映画及び音楽レコードの流通との比較

著作物の流通を活用した主なビジネスは出版流通の

ほかに，映画や音楽レコードがある。これらの流通に

おいては，著作者である作家等が作成した原稿を出版

社が流通において重要な役割を担うように，映画では

映画会社が，音楽レコードではレコード会社が，著作

物の流通において大きな役割を果たしている。本節で

は映画会社やレコード会社の著作権法上の権利につい

て，出版物の流通と比較しながら検討する。

映画を製作した場合，著作権法では「映画の著作物」

として出版物とは異なった取扱いがなされている。

「言語の著作物」である出版物の著作権は原則として

著作者である作家等に著作権が帰属するが，映画では

著作者は監督等の「映画の著作物の全体的寄与に創作

的に寄与した者」（第 16 条）とする一方で，著作権は

映画製作に投資した映画製作者（映画会社など）に帰

属すると規定されており（第 29 条），出版物の著作権

が出版社に帰属しないことに比べると，映画会社の権

利の保護が厚いものとなっている。また映画の著作物

の流通においては頒布権が働き，出版物等の譲渡権と

は異なり適法な譲渡を経ても権利が消尽しないため，

映画ビジネスにおいては，映画館等での上映のみなら

ず，テレビ放送等においては公衆送信権を，その終了

後のビデオカセット，DVD の販売等の流通において

頒布権を行使している状況となっている。

音楽レコード，CD等を製作した場合，作品の著作

権は作詞家及び作曲家が有し，歌唱については歌手が

実演家の権利（著作隣接権の一つ。第 90 条の 2 〜第

95 条の 3。）を有する。さらにレコード会社はレコー

ド製作者（レコード（蓄音機用音盤，録音テープ等に

音を固定したもの）に固定されている音を最初に固定

したもの。第 2条第 1項第 6号。）として，レコード等

の複製権，送信可能化権，譲渡権，貸与権等を取得し，

無断のコピー，ウェブ送信，海賊版の販売，レンタル

等について権利を行使することができる（第 96 条〜

第 97 条の 3）。

したがって，映画会社や音楽レコード会社に比べる

と，出版社は複製権者の設定により発生する出版権を

除いて著作権法上の権利を有しない著作物流通の担い

手であり，この出版権と 1で述べた独占禁止法上の著

作物再販制度以外には，その流通が法律で保護されな

い状況であると考えられる。
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２．３ 著作権者の許諾なく利用できる場合

著作権法では著作権による保護とともに，公益的な

観点から，著作物の特性や利用形態から見て権利者へ

の影響が少なく，むしろ著作物の円滑な利用を図るこ

とが妥当な場合には著作権を制限することとし，ある

一定の条件を満たす場合には例外的に著作物の利用に

ついて著作権や出版権が及ばない旨の規定が置かれて

いる（第 30 条〜第 49 条，第 86 条）(15)。

(1) ユーザーによる利用

ユーザー本人が出版物を利用する場合に主に問題と

なるのは，私的使用のための複製（第 30 条第 1項）で

ある。これは，個人的，家庭内等の限られた範囲内で

使用することを目的とした場合には原則としてその使

用者が複製することができるというものである。な

お，CVS 等でコピー機を用いて私的使用のために複

製することは，公衆の使用に供することを目的として

設置された自動複製機器による複製に該当し著作権者

の許諾が原則として必要になるが（同項第 1号），現在

のところ経過措置によって不要なものとなっている

（附則第 5 条の 2）。また著作権を侵害してウェブ送信

されたものであることを知りながら，デジタル方式の

録音または録画する場合には私的使用の目的であって

も違法なものとなる（第 30 条第 1 項第 3 号）。なお，

会社の社長が秘書に対して文書のコピーをさせた場合

のように，雇用契約等の密接な支配関係によって他者

に物理的な利用行為をさせることについて，利用行為

を命じた者を利用行為の主体として評価する法律構成

として「手足論」がある(16)。この場合には，会社の社

長が私的使用目的のコピーを自ら行わなくとも，第 30

条第 1項により適法になると考えられる。

また電子書籍においては，書籍や雑誌の背表紙を裁

断して各頁をバラバラにし，1頁ずつ光学スキャナで

読み込みデジタルデータとして保存する，いわゆる書

籍の「自炊」が広く行われている。この「自炊」によ

る複製も私的使用目的で行えば著作権が制限される

が，業者が「自炊」に関与した場合にも私的使用によ

る著作権制限規定が適用されるのかが問題になる。こ

の点，裁断機，スキャナ等の機器を店舗に設置して顧

客に利用させる場合や，裁断済書籍を提供する場合は

適法になるが，業者が顧客の所有する書籍のスキャン

を代行（いわゆる自炊代行）する場合には顧客による

私的使用目的の複製に当たらず，また「手足論」も適

用されないことから，業者による複製行為として著作

権が及ぶとする指摘がある(17)。

(2) 図書館での利用

図書館のうち，国立国会図書館や，公立図書館，大

学図書館などの著作権法施行令（昭和 45 年政令第 335

号）で指定された施設は，①非営利事業として，利用

者の求めに応じて調査研究目的で，原則として資料の

一部分を一人につき一部のコピーを提供すること，②

図書館資料の保存のために必要がある複製，③他の著

作権法施行令で指定された施設の求めに応じて，絶版

等により一般に入手することが困難な資料を提供する

ための複製については，著作権者に許諾なく行うこと

ができると規定されている（第 31 条第 1項）。点字図

書館等の視覚障害者情報提供施設や，聴覚障害者情報

提供施設で著作権法施行令において指定された施設

は，視覚障害者等や聴覚障害者等の利用に必要な範囲

内で，著作物の複製及び自動公衆送信を著作権者に許

諾なく行うことができる（第 37 条，第 37 条の 2）。

また図書館を含めて，非営利目的で利用者から料金

を受けない場合には，映画ビデオカセット，DVD 等

の上映（第 38 条第 1項）や書籍，雑誌，音楽レコード，

CD等の貸出し（同条第 4 項）を著作権者の許諾なく

行うことができる。なお映画ビデオカセット，DVD

等の動画を含む著作物の貸出しについては公立図書館

などが著作権法施行令第 2条の 3で指定する施設が行

う場合には著作権者の許諾は不要であるが，それらの

著作物の頒布権を有する映画会社等に相当な額の補償

金を支払わなければならないとされている（第 38 条

第 5項）。

公立図書館における電子書籍の「貸出し」（データ送

信）は，例えば千代田区立図書館の「千代田Web 図書

館」(18)では，利用者はインターネットを通じて同館の

ホームページから利用者番号（ID）とパスワードを入

力して利用してコンテンツを PC にダウンロードし，

「貸出期限」が終了すればデータは PCから消滅する。

ここで提供されるコンテンツは，各出版社が著作権処

理を行った書籍データについて取次機能を持つ iNEO

社に販売し，同社を通じて納入されたものである。こ

のデータはデジタル著作権処理がなされ，複雑な暗号

化により保護されるため，データを PCにダウンロー

ドする際にはメモリ上に展開されるのみでディスクに

は残らず，プリントアウトすることは不可能であり，

著作権が保護されていると説明されている(19)。

公立図書館でのコンテンツの利用及び流通に関する
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著作権の働き方をまとめると，表のとおりである。紙

書籍と動画DVDの貸出しにおいては著作権が制限さ

れる（網掛け部分）一方で，電子書籍はインターネッ

トを通じて「貸出し」が行われ，そのような利用につ

いて著作権を制限する規定は著作権法にはないため，

許諾を得る必要がある。

さらに，国内で発行された出版物等を永久保存する

ことを使命とする国立国会図書館（NDL）において

は，国立国会図書館法（昭和 23 年法律第 5号）で定め

られた納本制度に基づき収集した出版物等のデジタル

化（第 31 条第 2項）やインターネット資料の複製（第

42 条の 3）を著作権者の許諾なく行うことができる。

なお，デジタル化した NDL 所蔵資料を，同館を中

心として出版社，読者の間をつなげる網羅的な出版物

のデータベースの構築や，出版社による商業配信と

NDL による無償配信などとの関係について議論され

ることがある。この点，電子出版に関する団体が提案

したシステムとしては，図 3のものがある。

図 3 図書館と民間の住み分けを考慮した電子図書館の仕

組み

（出典） 日本電子出版協会「国立国会図書館を中心とした

電子書籍配信構想への提案」（2010 年 2 月 3 日）3 頁

〈http://bizpal.jp/jepa.pr/Download?id=0dabc389-6fa0-

4b3c-a062-4f7f69c9982e〉。

３．出版社の著作権法上の権利に関する議論

３．１ 旧著作権法における議論

明治 32 年に著作権法（明治 32 年法律第 39 号。以

下「旧著作権法」という。）が制定された当初は出版社

に関する権利は規定されていなかったが，昭和 9年の

旧著作権法改正（著作権法中改正法律（昭和 9年法律

第 48 号））により出版権（第 2章）が新たに規定され

た。その経緯においては，出版社の改造社が大正 15

年に第 1巻を配本した「現代日本文学全集」を契機と

した円本騒動により，無断出版や著者による二重契約

などが頻発したことから，東京出版協会などを通じ

て，最初の出版物を発行した出版社の利益保護を目的

として，大正 15 年，昭和 2・6・8年に議員提出法案と

して発行権法案及び出版権法案として衆議院で審議

（いずれも審議未了）が行われた(20)。昭和 9 年の旧著

作権法改正では，出版社と著作者との利益調和の観点

から，出版社は対世的な出版権を取得するが，著作者

の許諾を受けたに過ぎない出版契約のみから直ちに発

生するのではなくて，これに加えて著作者の明示によ

る出版権設定契約を必要とする建前とし，現行の著作

権法で定められる出版権の原型となった(21)。

第 2 次世界大戦後においては昭和 22 年に，出版社

に出版物に関する独自の権利を与えるための出版権法

試案要綱が衆議院文化委員会で検討され(22)，また現行

著作権法制定に際しては，著作権制度審議会，当時の

文部省等に対して，日本書籍出版協会及び日本雑誌協

会から出版権の内容の強化などが要望された(23)。し

かし旧著作権法では出版権は「複製し之を発売頒布す

るの権利」（第 28 条ノ 3本文）と規定されていたもの

が，現行著作権法では「複製する権利」（第 80 条第 1

項）と規定され，出版権から出版物の頒布（流通）に

関する排他的権利が削減される結果となった。

３．２ 現行著作権法制定以降の議論

平成 2年には著作権審議会第 8小委員会（出版者の

保護関係）報告書で，複写機器の発達・普及により出

版物の複写が行われている状況に鑑み，出版社に対し

て新たに「出版物の版面の複製について，権利を認め

ることが適当である」とされ，複写を中心とした出版

物の複製に関する権利，いわゆる版面権の規定が提言

された(24)が，日本経済団体連合会などの反対により著

電子書籍の著作権制度上の課題―出版社と図書館の視点から―

パテント 2011Vol. 64 No. 7 − 61 −

譲渡権印刷発行紙書籍

貸出許諾料の要否⇒貸出し⇒利用者公立図書館⇒流通⇒出版社コンテンツ媒体

表 図書館の利用者サービスにおける著作権法上の権利

（出典） 筆者作成。

複製権・公衆送信権保存複製権・譲渡権データ作成電子書籍

補償金支払が必要頒布権所蔵頒布権ディスク生産動画DVD

許諾料不要貸与権所蔵

許諾料必要



作権法改正は実現していない。その後，平成 9年には

公衆送信権が，平成 11 年には譲渡権が，平成 16 年に

は書籍及び雑誌の貸与について，貸与権に関する規定

を適用しないとする経過措置（旧第 4 条の 2）が廃止

されたが，いずれも著作権者に与えられるもので，出

版社には与えられない権利である。

電子書籍に関する出版社の権利の在り方について

は，平成 22 年 3 月から開催された「デジタル・ネット

ワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇

談会」（総務省，文部科学省，経済産業省の三省合同開

催）を契機に検討が開始された。同懇談会では政府の

具体的施策として「デジタル・ネットワーク社会にお

ける出版者の機能の維持・発展の観点から，出版者に

何らかの権利付与をすることについて，その可否を含

め検討」することとされた(25)。これを踏まえて平成

22 年 11 月には文部科学省で「電子書籍の流通と利用

の円滑化に関する検討会議」の設置が決定され，①デ

ジタル・ネットワーク社会における図書館と公共サー

ビスの在り方に関する事項，②出版物の権利処理の円

滑化に関する事項，③出版者への権利付与に関する事

項について検討されている(26)。

４．今後の課題

以上のように，電子書籍は印刷による出版物とは異

なりインターネット等を通じた配信による流通が中心

であるため，著作権法では公衆送信権を主とした法律

構成が必要になる。また電子書籍は印刷による出版物

ではなく情報体として取扱われ，独占禁止法上の著作

物再販制度が適用されず出版社による販売価格の維持

等の流通コントロールが損なわれるため，新たな法律

上の保護がなされなければ，現在の出版流通で採用さ

れている出版取次を維持できない状況になっている。

電子書籍に関して立法上の検討を行う場合，著作権

制度上の論点としては，主に 2 点あると考えられる。

第 1に，出版社に電子書籍を対象とする著作権法上の

権利を与えるべきか，与える場合にはどのような内容

とすべきかという点である。現行著作権法では，映画

の著作権については映画会社に，音楽レコードについ

てはレコード会社が著作隣接権としてレコード製作者

の権利を有する。一方で出版社は出版権を取得するこ

とは可能ではあるものの，出版物の著作権自体を得る

には著者から著作権譲渡される必要がある。この点，

出版社自ら著作権侵害者に対して権利行使する必要が

あり，インターネットで流通する電子書籍は印刷によ

るものとは異なり，映像や音楽の事業者と全く同じよ

うに流通すること等から，出版社に対する隣接権の法

定化を求める主張がある(27)。出版社を対象にした著

作権法上の権利の法定化の要求は，3.1 で述べたよう

に大正時代から繰り返されているところであり，電子

書籍の登場による状況の変化を検討する必要があると

思われる。

第 2に，電子書籍の流通に関する権利を著作権法上

どのように法的に構成すべきかという点である。イン

ターネットを通じた流通では著作権法では公衆送信権

が及ぶが，1で述べたように電子書籍には独占禁止法

上の著作物再販制度が適用されないとの見解が公正取

引委員会から出されているところである。そのため，

電子書籍における流通は，現状の出版取次とは異なる

状況となっているが，著作権法上の新たな権利の法定

化の議論において，独占禁止法との調整，現在の物流

（主に印刷物の流通）を中心とした出版取次における

電子書籍の位置づけに関する検討等が必要になると考

えられる。また，1 で紹介した慶應義塾大学の電子学

術書実証実験や，2.3 (2)で取り上げた千代田Web 図

書館のように，大学図書館，公立図書館等で電子書籍

を用いたサービスが開始されているところであり，こ

のような図書館の公共的な役割に鑑み，図書館等での

電子書籍の利用における公衆送信権等の制限や，出版

社に新たに権利を付与する場合の隣接権等の制限につ

いて，著者の創作活動，出版産業の振興などとの調和

を図りつつ，検討する必要があると考えられる。な

お，英国においては，2010 年デジタル経済法（Digital

Economy Act 2010）で，公共図書館での出版物の貸

出しに関する著者等の報酬請求権を定めた「公貸権法

（Public Lending Right Act 1979）」(28)の第 5 条及び

「著作権，意匠及び特許法（Copyright, Designs and

Patents Act 1988）」の第 40A 条を改正して，公貸権

（Public Lending Right）の対象に非印刷物（電子的な

著作物）を加えて，電子書籍の公衆送信に関する権利

を制限しているところである(29)。

注

(1)社団法人日本出版取次協会「創設の経緯 取次とは」

〈http://www.torikyo.jp/gaiyo/souritu.html〉。
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